
基本情報

実績情報

―

実績 ― ― ―
― ― ―

目標 ― ―

―

実績 ― ― ―
― ― ―

目標 ― ―

―

実績 ― ― ―
― ― ―

目標 ― ―

実績 1 1 2
広報による制度周知 広報かつしか掲載回数 回

目標 ― ― ―

２　活動指標の達成状況

活動指標 指標の根拠 単位 区分 ２２年度 ２３年度 ２４年度

―

実績 31 52 39
登録児童数 ― 人

目標 ― ―

実績 21 32 97
訪問延回数 ― 回

目標 48 48 48

事務事業目的
　保育園児等で病気回復期にあるが集団保育になじまない児童、保護者の病気等により緊急
一時的に保育に欠ける児童の自宅等に保育士等が出向き、児童を保育することにより子育て
と仕事の両立を図るとともに、児童の健全育成に資する。

１　成果指標の達成状況

成果指標 指標の根拠 単位 区分 ２２年度 ２３年度 ２４年度

実施内容
（事務事業の実施
内容、手段、過去
の改善実績等）

【概要】
（訪問型病後児保育）
　対象児童が病気回復期にあって、集団保育が困難な時期に自宅等に保育士等が訪問して保
育を実施する。
（訪問型一時保育）
　対象児童の保護者が疾病や入院しなければならなくなったとき、同居の家族が入院してそ
の介護・看護をしなければならなくなったとき、産前産後で保護者の安静が必要なとき等、
一定の要件に該当する理由で一時的に保育が必要となった場合に自宅等に保育士等が訪問し
て保育を実施する。
【活動内容】
①実施日　　月～金（祝日、年末年始除く。）
②利用時間　午前７時30分～午後６時
③利用料　　１人１時間800円（児童の食事等は、原則として利用者が用意する。）
④実施園　　１園
⑤その他　　事前の利用登録が必要

２　施策及び事務事業目的

施策
番号

施策 0603 仕事と子育てを両立しやすい環境を整えます

性質区分 サービス提供 実施形態 民間事業者との協働

対象者 区内在住で、０歳から就学前までのお子さん

裁量区分 あり

子育て支援課

１　事務事業の概要

開始年度 平成18年度 根拠法令 飾区私立保育園訪問型保育事業実施要綱

平成25年度事務事業評価表（基本）

事務事業名 訪問型保育委託
重点評価
区分

重点
担当部 子育て支援部

担当課
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単位あたりコスト（ｆ/ｇ） 円 11,918

実績数値（g） 回 97

単位あたり区単コスト（a/ｇ） 円 11,093

４　単位あたりコスト

項目 単位 ２４年度

単位の定義 サービス提供回数（訪問延回数）

（控）コスト対象外 千円 0

トータルコスト（ｆ）
（ｂ＋ｃ＋ｄ＋e）

千円 1,156

支
出

直接事業費（ｂ） 千円 286

金利 千円 0

退職給与引当 千円 80

調整額（ｅ） 千円 80

減価償却費 千円 0

再雇用職員
千円 0

人 0

間接費（ｄ） 千円 0

職員人件費（ｃ） 千円 790

人件費
千円 790

人 0.10

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

委託料 千円 286

千円

千円 0

その他 千円 0

一般財源（a） 千円 1,076

３　コスト内訳（決算）

項目 単位 ２４年度

収
入

特
定
財
源

国庫支出金 千円 0

都道府県支出金
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過年度の実績状況の評価と今後の方向性

目標

目標

目標

目標

２　今後の活動目標及び活動指標の目標値

活動目標 視点 活動指標 単位 区分 ２５年度 ２６年度 ２７年度

目標

目標

「今後の方向性」に基づく取組内容

１　今後の成果指標の目標値

成果指標 指標の根拠・計算式など 単位 区分 ２５年度 ２６年度 ２７年度

実績状況の評価

訪問延回数：平成２２年度２１回　平成２３年度３２回　平成２４年度９７回
登録児童数：平成２２年度３１人　平成２３年度５２人　平成２４年度３９人
　平成２４年度から、それ以前の相談会（及びそれに伴う広報掲載）に加え、制度自体の周
知広報掲載を行った。
　その効果か、登録児童数は減少したが、訪問延回数は前年度に比べ約３倍増加した。

今後の方向性

改善

　現在、委託事業者とは単価契約を締結している。
【契約金額】
　一般世帯　訪問料１回905円＋時間単価第１子　500円・第２子以降　800円
　免除世帯　訪問料１回905円＋時間単価第１子1,300円・第２子以降1,300円
　減額世帯　訪問料１回905円＋時間単価第１子　900円・第２子以降1.050円
　そのため、利用回数及び時間により委託料が変動する。
　しかし、緊急かつやむを得ない事由がある場合は、利用当日でも利用申請をす
ることができるため、事業を行うためには、常に看護師や保育士等の資格を有す
る者が対応できる態勢を整えておく必要がある。
　そのため、現状の訪問延回数では、委託料と事業者側の人件費等の経費との比
較から、事業の存続自体難しい状況にあるため、今後広報による制度周知など更
なる利用者増加策を講じる一方、契約方法自体の検討も行う必要がある。

継続

平成25年度事務事業評価表（重点評価）

事務事業名 訪問型保育委託
担当部 子育て支援部

担当課 子育て支援課

行政評価委員会の意見や予算編成等の結果を踏まえ、年度末
に記載し、区民に公表します。
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基本情報

実績情報

― ― ―

平成24年度事務事業評価表（基本）

１　成果指標の達成状況

１　事務事業の概要

２　施策及び事務事業意図

―

実績

実績 ―

―
―

目標 ―

― ―

―

―

32

目標 ―

― ― ―
目標

―

― ―

―

活動指標

― ― ―
―

― ―

48

実績

実績 ―

― ―

実績

２３年度

２　活動指標の達成状況

指標の根拠 単位 区分

訪問延回数 ― 回
目標 48 48

33 21

２２年度

―
― ― ―

目標

― ―

―

２１年度

48 48

実績 32
訪問延回数 ― 回

目標

33 21

性質区分 サービス提供 実施形態

子育て支援部

担当課 子育て支援課

飾区私立保育園訪問型保育事業実
施要綱

事務事業名
重点評価
区分

―
担当部

訪問型保育委託

【概要】
　病気回復期にある児童、保護者の疾病等により緊急一時的に保育に欠ける児童の自宅に保
育士等が出向き、保育を実施する。

【活動内容】
①実施日　　　　月～金（祝日、年末年始除く）
②利用時間　　　午前７時30分～午後６時
③利用料　　　　１人１時間800円
④実施園　　　　１園

施策

名称

意図 子育てしている家庭が支援を受け、安心して子どもを育てている。

子育てする家庭への支援

開始年度

対象者

事務事業意図
　保育園児等で、病気回復期にあるが集団保育になじまない児童、保護者の病気等により緊
急一時的に保育に欠ける児童の自宅に保育士等が出向き、児童を保育することにより子育て
と仕事の両立を図るとともに、児童の健全育成に資する。

２２年度 ２３年度指標の根拠 単位 区分

48

平成18年度 根拠法令

民間事業者との協働

２１年度成果指標

区内在住で、０歳から就学前までのお子さん

あり裁量区分

実施内容
（事務事業の実施
内容、手段、過去
の改善実績等）
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単位あたり区単コスト（a/ｇ） 円 27,091 60,810 40,625

単位あたりコスト（ｆ/ｇ） 円 29,212 65,810 44,844

単位の定義 サービス提供回数（訪問延べ回数）

実績数値（g） 回 33 21 32

４　単位あたりコスト

項目 単位 ２１年度 ２２年度 ２３年度

２３年度

千円

千円

退職給与引当

減価償却費

0 0

894 1,277

62

62

0

２２年度

0

100

項目 単位

84

0

２１年度

千円 0

支
出

（控）コスト対象外

千円

135

100

0

1,200

1,200

0

810

間接費（ｄ） 千円 0

0.00

千円

収
入

一般財源（a）

千円

国庫支出金

調整額（ｅ）

再雇用職員
人

千円

人件費

千円

千円職員人件費（ｃ）

千円

千円

千円

都道府県支出金

その他

直接事業費（ｂ） 千円

千円

84

1,382

0

委託料

トータルコスト（ｆ）
（ｂ＋ｃ＋ｄ＋e）

３　コスト内訳（決算）

千円

特
定
財
源

千円

0

1,435千円

0.15

金利 千円

千円

964

0.10 0.15

0

70

0.00

0

0.00

0 0

00

1,215

千円

千円

810 1,215

人

0

0

1,300

0

0

135105

0

70

105

0

千円 0
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